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一
　
問題の所在
　
１
　
国際法の国内法的効力と国内法との衝突
　
国際法は、国際法秩序において、国内法に優越すること、したがって、国内法の内容が国際法上の義務に適合
しない場合には、国際法上の国家責任が追及されること、また、その国家がその免責事由として国内法を援用することは許されないことが認められている。　
他方、国内法秩序において、国内法の規範内容と国際法のそれとが矛盾・衝突する場合に両者がいかなる効力
関係にあ のかについては、国際法上は定めるところがなく、各国の法制度に委ねられていると解されている。この点を検討する前提とし 、まず、国際法が 内法的効力を有していなければな
らないため、国内法に受け入
れられる方法、つまり、国際法が国内法的効力を有す 方法が問題となる。この問題 ついて、学説は一般的に、条約や確立された国際法規の誠実な遵守を定める憲 九八条二項を根拠 、国際法が個々の立法により受容
?
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されること︵変型︶を必要とせず、自動的に受容され、国内法的効力を有すると解している。　
この九八条二項における﹁条約﹂とは、国会の承認を要する条約のほか︵七三条三号、以下、適宜、国会承認
条約というが、単に条約といった場合には 通常、この種の条約を指す︶ 、これを要しない行政取極を含み、また、﹁確立された国際法規﹂とは、国際慣習法を意味すると理解されている。これら国会承認条約、行政取極、国際慣習法を合わせて国際法という。　
このように、国会承認条約、行政取極、国際慣習法のいずれもが、自動的に国内法的効力を有するものと考え
られているのであるから、それらの規範内容が、憲法や法律の規範内容と衝突する可能性がある。ところが、憲法は明確な定めを用意していないため、学説の見解が分かれている。　
もっとも、行政取極と法律や憲法との効力関係については、ほぼ争 がないようである。 会承認条約の授権
に
基づいて政府が締結
する行政取極は、その条約と同一のものと理解できるため、その条約が有する効力と同一
の効力を有すると考えられている。他方、現行の法令の 囲内で政府が締結す 行政取極や予算の範囲内で政府が締結する行政取極 、命令と同列のもの、つまり 律に劣る地位にあると解されている。国会承認条約にあたらないこのような行政取極は、内閣の外交処理に属す 分野 七三条二号︶ して 内閣のみの判断で締結することができるからである。　
したがって、国際法のうち、国会承認条約や国際慣習法について 国内法との効力関係が問題となっているの
である。
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２
　
国際法と法律の効力関係に関する学説状況
　
⒜
　
条約と法律の効力関係
　
国会承認条約と法律の効力関係について、通説は、両者の内容が衝突した場合には、国会承認条約が優位する
と解している︵法律に対する条約優位説︶ 。学説によっては、この点に争いがないと指摘するものまである。このように、法律に対する条約優位説が自明視されてきた結果、この通説的見解の妥当性を吟味しようとする議論はあまりなされ こなかった。　
だが、日本でも、条約と法律を同位と解すべきと主張する少数 も存在する。また、条約が法律の優位にある
という日本では通説的な立場が、比較法的にみて、必ずしも多数とはいえないようである。アメリカ合衆国やスイスなどの国では、条約 対して法律や連邦法と同等の効力を認め いるにすぎず アフリカの一部の国々では、法律に反しない限り国法の一部と認めているにすぎない。さらに、フランス 、条約優位の国として 般に紹介さ
れており、事実、憲法上そのような地位が条約に認められているが、あらゆる条約にそのような地位が認めら
れているわけでは 。　
⒝
　
国際慣習法と法律の効力関係
　
国際慣習法と法律の効力関係について、日本では、ほとんど意識的に議論されていないが、条約と区別せず、
国際慣習法が法律に優位すると解している学説が多い。国際法上、国際慣習法に とは異なる特別な法的地位を与えられているものではないため、国際慣習法と法律 の効力関係は、条約の 律のそれに準じて考察すれば良いと考 から あろう。
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しかし、たとえば、国際慣習法は条約と異なり、変型を要しないと考えられているイギリスでは、国際慣習法
は議会の制定法に違反しない限りでイギリス法の一部であると考えられており、このように、国際慣習法を法律より優位におかない国が一般的なよう ある。　
３
　
国際法と憲法の効力関係に関する学説状況
　
⒜
　
条約と憲 の効力関係
　
通説は、条約の規範内容と憲法のそれとが衝突した場合、憲法が優位すると解している︵憲法に対する条約劣
位説︶ 。近年では、条約一般
00
が憲法に優位する法形式であると解する見解は見当たらない。
　
しかし、条約の中でも、サンフランシスコ平和条約のような国家形成的な条約については、憲法に優位すると
主張する有力説もある。また、国際人権法の発展に伴い、国際人権規約のような国際人権条約は憲法に優位すべきであると主張する説もでてき ︵憲法に対する一部国際法優位説︶ 。　
だ
が、比較法的にみれば、いかなる内容を有する条約であっても、条約の効力が憲法と同等又は憲法よりも優
位にあると解してい 国は、極めて少ない。しかも、憲法と条約 同等の国として げられているオーストリア、また、憲法よりも優位にある国としてあげられているオランダでは、そのよう 効力を有する条約 承認において、憲法改正と同等の国会承認要件を求 いる。　
⒝
　
国際慣習法と憲法の効力関係
　
条約と憲法の優劣関係に関する議論に比して 国際慣習法と憲法に関する議論は乏しい。ただ、少数説ながら、
?
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憲法は条約に優位すると解しつつ、確立された国際法規、すなわち、国際慣習法は憲法に優位すると主張する見解が存在する。だが、国際法上、国際慣習法と条約の効力関係に優劣はないと解されている。また、比較法的にみても、国際慣習法 対して、条約より優位な国内法的地位を認めるという国は見当たらな ように思われる。　
このように、国際慣習法と国内法の優劣関係に関する議論は総じて少なく、外国の法制度や議論を中心に考察
せざるを得ない。そのため、本稿では この点については、憲法に対する国際慣習法優位説に関する考察にとどめることにしたい。　
そこで、本稿では、条約と法律又は憲法の優劣関係について、比較法的考察を交え がら中心的に論じること
にしたい。すなわち、本稿では、条約が法律に優位するという通説的見解、および、一部の国際 が憲法 優位するという有力説の見解の妥当性を吟味することを主目的としている。
二
　
条約と法律の効力関係
　
１
　
日本における議論
　
明治憲法下では、 ﹁国内法化された条約は、憲法や法律とどのような効力関係にあるか ついては、定説はな
かった﹂ようであるが、天皇のみによって締結され 条約が法律より強い効力を認められていたという指摘もあ
 
る。　
いずれにせよ、国会承認条約と法律の効力関係に関する日本国憲 の解釈において、現在 通説は、条約優位
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説をとっており、両者を同位と解する見解はごくわずかである。日本政府も、条約優位説の見解に依拠している。　
その根拠として、この通説は、内閣が条約を締結し、その成立には国会の承認を必要としていること︵七三条
三号、六一条︶ 、国際協調主義を建前とし、国際法規の誠実な遵守を求めていること︵九八条二項︶ 、国家間の合意であることをあげている。そこで、これらの根拠の妥当性について検討する。　
⒜
　
内閣の関与と国会の承認
　
まず、条約が内閣による条約締結行為を求めているという点が、条約優位説の根拠とはならない。なぜなら、
条約の締結主体が内閣とされている理由は、かつて、外交関係は君主 専権とされていたという伝統と、実際に相手国と交渉を行うことは、国会議員よりも政府の方が適しているということにすぎないからである。仮に こうした理由が条約優位説の根拠 なるのであれば、
こうした事情は多くの国にあてはまるのであるから、条
約優
位説が世界で一般的な立場となっているはず る。　
また、条約の成立には、国会の承認が求められている点も 条約優位説の根拠とはならない。なぜなら、その
要件は、法律の場合に比して緩やかだからであ 。憲法五九条一項では、法律が成立 一般的形態とし 、 ﹁法律案は、この憲法に特別の定のある場合を除い は 両議院で可決したとき法律となる﹂と定められているため法律の成立に 出席議員の過半数が必要である︵五六条二項︶ 。他方 条約の成立に必要な国会 承認については、五九条一項の﹁特別な定め﹂が見当たらないため、国会の 決に関す 原則どおり、法律 場合と同様、出席議員の過半数で決せられる︵五六条二項︶ 。とすれば、法律と条約が成立 一般的形態 して 、内閣の締結行為の存否を除けば 同一ということ なる。
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だが、このような条約と法律の成立の厳格性に関しては、衆議院の優越に関する定めにおいて差異が生じる。
すなわち、法律の場合には、 ﹁衆議院で可決し、参議院でこれと異なった議決をした法律案は、衆議院で出席議員の三分の二以上の多数で再び可決したとき﹂に限って成立するのに対して︵五九条二項︶ 、条約の場合には、両院協議会の開催は必要的であるが 三分の二以上の多数というハードルの高い衆 院の再議決は不要であり、両院の意見に合致がみられない は、衆議院の議決がそのまま国会の議決として認められている︵六一条、六〇条二項︶ 。　
よって、条約の方が、法律よりも国会の同意を容易に確保できるのである。とすれば、法律の方が条約よりも
より民意を正確に反映している、つまり、国民主権により忠実と考えられるのであ 。ところが、多くの学説が、法律の内容が条約のそれと衝突した場合に、後者が優先すると考えている。　
し
かし、後に指
摘するように、憲法と国際法との効力関係において、多くの学説は、憲法改正手続の厳格性を、
つまり、国民 意思 強く反映されていることを主たる根拠として、憲法の優位性を主張してい もかかわらず、法律と条約との効力関係を論じる場合には この手続の厳格性を考慮しないというのは、一貫性に欠けているように思われる。なお、アメリカ合衆国 連邦最高裁判所でも、条約締結手続 法律 制定手続の比較という見地か 、両者を同位のも と位置づけてい　
⒝
　
国際法規の誠実な遵守
　
憲法九八条二項の国際法規の誠実な遵守ということから、条約が に優先するという帰結を導くということ
も憲法解釈として困難である。なぜなら、同規定は、国内法における条約と法律の効力関係、さらには、条約と
??
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憲法のそれを示したものとはいえないからである。同規定は、国際法規の誠実な遵守を諸外国に対して謳うもの、つまり、国際法上負っ 義務の履行責任を果たす、という当然のことを定めたにすぎず、国内法における国際法規とその他の法形式との効力関係につ て定めたものではないのである。　
また、通説は、条約と憲法との効力関係について憲法効力説、条約と法律との効力関係について条約優位説を
採るが、前者の場合には、同規定を根拠とせず、後者の場合にのみこれを根拠とするのは一貫性を欠いている。法律に対する条約優位説を主張する場合にのみ、九八条二項を国内法的効力について定めたものと解すべき根拠は存在しないからである。　
⒞
　
国家間の合意
　
国家間の合意ということから、国内法上、条約が法律に優位するという帰結が導かれるという主張も疑問であ
る。仮に、このことが条約優位説の根拠として認められるのであれば、
条約が国家間の合意であると
いうことは
万国共通の事実であるから、世界中の国々でこの説が支持されているはずである。　
論理的に考えても、国家間の合意という事実から、その国内法的効力が決定されるというのは不自然であろう。
条約が国家間の合意であるということは、そ 特性を示 いるにすぎず、そ 意味は、締結し 条約の内容遵守する相手国に義務を負うということに尽きる。そうだからこそ 国際法学者は、条約が国家間の 意 あることを承知しつつも、その国内法的効力は、国内法の規定又は解釈 委ねられていると解して のである。　
このように、法律に対する条約優位を唱える通説の提示する論拠が、 得的なものでないことが明らかとされ
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た。また、比較法的にみても、条約優位説が多数であるとは必ずしもいえないようである。そこで、次に、条約と法律を同位と解するアメリカ合衆国、条約と法律の規範的衝突は生じな ものの、実質的には条約と法律を同位と扱っていると考えられるイギリス そして、条約優位を憲法上謳っているフランスについてみてみることにする。　
２
　
アメリカ合衆国における議論
　
⒜
　
合衆国憲法と連邦最高裁判所判例の流れ
　
アメリカ合衆国で連邦法が成立するためには、両院の可決が必要であり、その可決のあと、大統領が署名する
ことが必要である︵第一条第七節第二項︶ 。大統領が法律案の通過後一〇日間以内に拒否権を行使した場合、両院がそれぞれ三分の二の多数で再議決することによって法律として成立する。他方、条約締結は、州がこれをなすことはできず︵第一条第一〇節第一項︶ 、大統領が、上院の助言と承認を得 行うとされてい が
、この上院
の承認には、議員の三
分の二の同意が必要である︵第二条第二節第二項︶ 。
　
このような手続を経て締結された条約と や州法との効力関係について、合衆国憲法では ﹁憲法及びそ
れに従って制定された合衆国の諸法律、合衆国の権限のもとで締結され、将来締結される べての条約は、国の最高法規である。 べての州の裁判官は、それぞれ 州の憲法又は法律中にこれ 反する定めがある場合であっても、こ 拘束される﹂ ︵第六条第二項︶と定めている。　
それゆえ、合衆国憲法の条文上、条約が州法
00
に優先することは明らかであるように思われるが、条約と連邦法
000
との効力関係は不明である。そこで、連邦最高裁判所では、この点が争われた
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580, 599 (1884)
判決において、条約の効力が連邦法と同位であると判示した。この立場は、その後、
W
hitney v. 
R
obertson, 124 U
.S. 190, 194 (1888)
や
C
hae C
han Ping v. U
nited States, 130 U
.S. 581, 600-602 (1889)
判決でも維持
された。これらの判決では、条約の内容に反する連邦法が制定された場合、 ﹁後法は前法に優先する﹂という原則が適用され、連邦法が優先すると判示した。　
このように、条約が連邦法に優先せず、両者が等位の関係にある理由として、
T
he H
ead M
oney C
ases
判決では、
条約は大統領と上院によって締結、制定されるものの、連邦法はそれら二つの機関に下院を加えた三つの機関によって制定されることに鑑みると、後者が、その破棄や修正の点において、より尊重されないということにはならな
いという点をあげている。また、この判決では、仮に、この効力の点に差があるとすれば、これら三つの機
関が関与する連邦法が優先するであろう し、そのような場合 例として、議会によってなされなければならない宣戦布告の際に、既存の条約の停止や破棄を通常伴うことをあげている。　
その後の
W
hitney
判決でも、連邦法と条約が両立しない場合、条約の規定が自動執行力︵
self-executing ︶を
有する限り、後法が前法 優先すること、また、条約 締結した国が相手国の立法府の行為に不服であ ば、その国は、相手国の政府の行政上層部に不服を申立て その国の利益 保護のため必要 考えるその他の措置をとることができ と判示した。　
さらに、
C
hae C
han Ping
判決では、条約を無視することができる状況が生じかねないのみならず、国益のた
めにそうすべき場合が存在するということ、つまり、予期せぬ出来事によって政策の転
換を迫られる場合のある
ことをあげている。また この 決では、相手国による条約の違反行為によって 当該条約を遵守しないなどの対応・対抗措置をと 場合がある している
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そして、そのような例として、一七九八年におけるフランス政府のアメリカ合衆国に対する条約違反や損害賠
償の拒絶という行為をあげ、その際に、議会が、アメリカ合衆国はフランスとの条約にもはや拘束されないと宣言した︵
1 Stat. 578, c. 67 ︶というケースをあげている。なお、同判決では、条約に恒久的な性格が与えられてい
たとしても、連邦法によって条約の拘束を免れ得るが、その効果は、将来的なものであり、その法律制定前に条約を根拠と てなされた行為に影響は与えないと判示している。　
⒝
　
連邦最高裁判所判例の根拠に対する検討
　
連邦法と条約の同位説を採用する連邦最高裁判所判例における根拠は、主に次の二点である。
　
①
　
連邦法と条約の制定手続の相違
　
②
　
国益のために を無視する状況の存在と相手国への対抗措置の必要性
　
①については、連邦法の制定には、上院、下院、大統領の三つ 機関が関与するが、条約の締結
に
は、上院と
大統領の二つの機関が関与するにすぎない点が指摘されている。かつ は、このことを理由として 条約よりも連邦法の方が優位にあるという説も存在したようである。すなわち、条約が少なくとも連邦法と同位の効力を有するためには、より民意を反映してい と考えられる下院の同意が必要であり、これを欠くこ が許される条約が連邦法よりも優位にあると考えることができないことはもちろん こと、同位 あるという もできないというのであ 。
??
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しかし、条約の場合、上院のみの同意とはいえ、その三分の二の多数の議決が必要とされていることから、そ
の点では、連邦法の場合よりも要件が厳しいともいえる。それゆえ、連邦法と条約の効力関係を決するにあたって、両者の手続的要件における厳格性の程度について、決定的差異はないと考えられているのであろう。　
また、②については と連邦法の効力関係を検討する際の重要な要素であると解される。なぜなら、重大
な国益保護の要請があった場合 、その後に制定する連邦法によって、条約を国内法的に無効化す ことなどの対抗措置をとることの是非という重要な選択にかかわることだからであ　
３
　
イギリスに関する議論
　
⒜
　
条約締結手続と実体的効力関係
　
理論上、イギリスでは、国家の長である君主が を締結できることになっているため、条約締結は女王の特
権である。しかし、実際には、女王に代わって 内閣又は外務・英連邦大臣によって条
約
が締結される。また、
その条約内容の決定は 女王の特権であるから、それを裁判所で争うことはできない。　
ところが、二〇一〇年の憲法改革と統治に関する法律︵
C
onstitutional R
eform
 and G
overnance A
ct 2010 ︶にお
いて、初めて、政府が交渉する条約の批准を妨げ 権限を議会に与えられた。すなわち、その手続は 交渉の結果、署名された条約であるも の、未批准であるため効力が発生し いな 条約 適用されるい ゆPonsonby
ルールのもと、政府は、その条約について議会に通知し、議会の開会期間において二一日が経過する
まで、 ︵緊急の場合を除いて︶それを批准してはならないというものである。　
通常の場合、いずれかの議院が反対した場合、批准は行われないが、例外的な場合には、行政の判断がそ 反
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対の議決に優先することができる。この例外的な場合であっても、貴族院ではなく庶民院の再議決が、その行政権限に優先する。　
ともあれ、重要なことは、イギリスでは、このようにして締結された条約が国内法的効力を有するためには、
国内法に受容されること、つまり、立法の行為を必要とするという点である。また、条約が立法によってイギリスの法に組み入れら まで 裁判所は、政府や個人の 請を受けて、その権利や義務の規定を適用する権限はない。　
このように、イギリスでは 条約が国内法的効力を認められるためには、原則として、個々の立法により受容
されなければならないという個別的受容の制度をとっているため、条約 法律 の内容が衝突し、そ 効力関係が問題と る可能性は 。それゆえ、法律と条約の効力関係を論じる必要性がない である。もっとも、立法化された条約と法律との規範内容が衝突する可能性がない まではいえないが、この場
合
には、後法優位の原則
に従ってその優劣が決定される。　
イギリスのような制度下では、確かに条約と法律の効力関係 問題となりようがないが、実質的には、条約と
法律とを同位においている制度ということができよう。条約は他の法律と同様に、議会によってその立法化が図られるものであり、後法優位の原則によって両者の効力関係が せられるからである。つまり、法律と条約のいずれが優位するというわけではなく、既存の法律の規範内 とその後 立法化された条約のそれとが衝突した合、その立法化された条約が優位するが 立法化されていた条約の規範内容とその後に制定された法律 それが衝突した場合、 が優位すると うことである
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⒝
　
ヨーロッパ人権条約と議会主権の関係
　
ところで、他のヨーロッパ諸国と同様、イギリスでも、ヨーロッパ人権条約の影響により一九九八年人権法
︵
H
um
an R
ights A
ct 1998 ︶が制定されたことによって、従来の議会主権の堅持、司法権の謙抑的態度という関係
に新たな動きがみられることが指摘されている。だが、そのような動きが議会主権を超えるものとまでは評価できるかについては、疑問が残る。また、このような動き 条約優位という考えに結び付くわけではない。　
確かに、一九九八年の人権法の制定により、その内容に反する法律の制定ができなくなったという意味では、
従来の議会主権 修正が加えられたといえる。しかし、その修正は 議会自らが望んだものであり、自己拘束的なものである。万能の権限を有するという議会主権の見地からは、主権の一部移譲を含むあらゆる内容の立法を行
うことができるとも解されよう。
　
また、イギリ
スで条約が議会主権に影響を与えているといっても、それは、次にみるフランスの場合と同様、
条約一般についてではなく、ＥＵ法の領域に限 ていることに留意が必要である。たとえば、日本とイギリスの間の二国間条約のような場合には、異なる議論がなされているのである。　
ともあれ、こうした条約を積極的に法律に受容していくイギリスの動きが、条約を法律の優位に考えているこ
との証にはならない。国際人権条約 ど条約の影響を受けて、その実現の めの国内法を制定するこ と、そした条約が国内法に受容された場合にそれが法律 優位するかは別問題だからである。
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４
　
フランスに関する議論
　
⒜
　
条約締結手続と実体的効力関係
　
ここまで、条約と法律の効力関係について、同位説をとるといわれるアメリカ合衆国の連邦最高裁判所の立場、
および、条約と法律の効力関係を論じる必要性のないイギリスについて概観した。こうした国々の制度は、少なくとも、国際的な動向として条約優位説が一般的なものとはいえないことの傍証となろう。　
だが、他方、条約に法律が優位するとの憲法上の定めをおいている国も存在する。その代表例としてあげられ
るのが、フランスである。一九五八年に制定されたフランス 第五共和制憲法では、フランスの条約の締結権限︵交渉と批准の権限︶は、大統領に属しており︵五二条︶ 、平和条約や通商条約など一定の条約については、法律によらなければ批准・承認されないこと、つまり、批准法律に従うこととなっている︵五三条︶ 。このよ に、五三条では、国内において重要な影響をもつ条約に対する国
会
のコントロールについて定めている。
　
また、条約が国内法的効力を有すためには、①適法に批准され、承認されていること、②公布されていること、
③相手国による当該条約の適用という相互性の要件を満たしてい こと、という三つの手続的要件と、国内において自動執行力を有するという内容的要件を満たす必要があると定め、さらに、その場合、当該条約が、法律の権威に優越する権威 もつと定めている︵五五条︶ 。　
このように、現行のフランスの憲法において、法律に対する条約 説が採ら ていることは明らかである。
だが、その条約 位説は、上記①から③ 要件が付されており、決して無条件のものではない。 うち、③の相互性の原則は重要な要件であり、検討が必要であろう。　
実際、フランスでは、この要件 採否やそ 意味の明確性を巡って、憲 制定の審議過程で様々な議論があっ
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たようである。というのも、当時のフランスでは、現実問題として、モロッコ及びチュニジアが法律に対する条約優位の原則の適用を拒否していたこと、また、ＮＡＴＯ条約は、同条約加盟国に居住し、かつ既に兵役を済ませた者が他 加盟国へ移住した際に 該国が新 に兵役を科すことを禁じているにもかかわらず、 メリカ合衆国が同国内に居住するフランス人に徴兵しようとしていたといった事情があったからである。　
同様の事情が、日本では生じないとはいえない。とりわけ、条約の相手国が、条約優位の原則を採用していな
い場合であっても、日本が条約優位説 採用すると解すべきであるのか否かについては、考えておくべき課題であるように思われる。　
⒝
　
条約適合性審査
　
さらに、フランスでは、実体的な条約優位を認める憲法五五条を実効的に保障するため、裁判所のうち、憲法
院、司法裁判所、行政裁判所のいずれが、法律に対す 条約適合性を審査をするの
か
について、長年争われてき
た。なお、以下にみる判例の流れに関する整理は、日本 研究者による先行業績に多くを負っている。　
フランスでは、憲法院が一九七五年一月一五日に初めて、条約違反を理由とする法律の無効について判断を示
した。そこで、憲法院は、人工妊娠中絶を許容 法律が欧州人権条約に違反するとの主張に対して、法律が約に適合するか否かを判断することは憲法院の権限に属しないと判示した 端的にいえば、憲法院 審査は、合
0
憲性
00
審査に限られるとしたのである。
　
その結果、法律の条約適合性審査を他の二つの裁判所が担うべきか否かが問題と った。司法裁判所である破
毀院は、前述の憲法院判決 ら数ヵ月後の一九七五年五月二四日の判決において、従来の立場を覆し ローマ条
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約に違反していることを理由として、その後に制定された関税法典の法律の部におかれている規定を適用しなかった。他方、行政裁判所は、当初、法律の条約適合性審査を拒否していたが、一九八九年一〇月二〇日の判決で、破毀院と同一の立場をとった。　
滝沢教授は、裁判所がこのような経緯を辿った原因として、 ﹁フランスにおいては、権力分立の原理が採用さ
れて以来、立法権が執行権および司法権に優位する、すなわち行政裁判所も司 裁判所も法律の有効性を統制しないことを旨としてき 法律 適用 拒否することにより立法権の意思を否定するほどの地位を、両裁判所は到底有していなかった。これが立法国家体制 か議会主権と呼ばれる統治形態である﹂というフランス 伝統にあることを指摘している。　
こうしたフランスの例は、法律に対する条約優位をとることが、議会主権との関係で軋轢を生じさせ、その実
体
的な効力の確保に裁判所が躊躇したことを示して
いる。もちろん、実体的な条約優位とその実現を裁判所がい
かに図るかについては別問題であるが、少なくとも フランスの例は、条約優位説をとる以上、裁判所によるその実効性の確保 まで検討する必要性のあることを示唆しているといえよう。　
５
　
小括
　
法律の規範内容と条約のそれとが衝突した場合、日本の通説は、条約が法律に優先するものと解している。だ
が、この通説が提示する根拠は、説得力に乏 い。条約は 内閣 その締結を行うものであるが 国会におけるその承認要件の厳格度は、法律の制定の場合 比 低い。ま 、国際法規の誠実な遵守を定め 規定は、対外的な日本の責任を示したものであり、国際法規の国内法における他の 形式 効力関係について定めたもので
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はない。さらに、条約が国家間の合意であるというのは、その法的特徴を示したものにすぎず、何ら、法律に対する優位という帰結を導くものではない。　
比較法的にみても、条約優位説が一般的とまではいえず、各国は複雑な制度をとっている。アメリカ合衆国で
は、法律と条約は同位の関係にあると解されて るし、イギリスも、条約 受容について法律の制定を要するのであるから、条約の法律に対する優位を認めてい ことと等し 。確かに、イギリスでは、ヨーロッパ人権条約などの優位性を認める人権法 制定 踏み切っているが、これは、法律と条約の一般的な効力関係が問題となっている ではなく、ＥＵ という特殊な一部の領域で、条約の優位を議会が受け入れた結果 ある。それゆえ、本稿の主たるテーマである条約 国内法の効力関係が問題となっているわけではない。他方、フランスでは、法
律に対する条約優位が認められているが、その旨の憲法上の明文を
おいている。
　
とすれば、日本のように、法律よりも条約の方がその成立要件が緩やかであり、かつ、条約優位の明文を欠い
ているという法制度であるにもかかわらず、その一般的優位性が唱えられて る国は存在しないのではないかとの推測が成り立つように思われるのである。条約の成立手続の厳格性と条約優位の実体的要件を欠 た日本国憲法におい 、条約優位が自明 と いえないのである 仮に、条約優位説を唱えると ても フランスのように、相互主義の要件設定の必要性など つ て十分な議論がな れ べきである。　
さらに、日本では、条約に対する法律の適合性という形であまり論じられていない 、条約優位を維持するた
めの裁判的障壁が少ないと考えられている点も顧慮すべきであ 。通説は、憲法
⇒条約
⇒法律という法の階層性、
ヒエラルキーを維持するために、これを当然のごとく認めているように思われる。しかし、そう あるとすれば、条
約優位説を採用するためには、ますます慎重な検討が行われなければならないはずである。
??
??
??
???????????. ????????
????
　
したがって、国民主権を原則とする日本国憲法にあって、条約優位を認める明文がない以上、法律と条約が同
位であると考える解釈をもって妥当とすべきではなかろうか。なお、当然のことながら、この解釈は、法律に対する︵とりわけ一部の︶条約優位を認める憲法改正が認められないということを意味しない。また、条約の影響を受けて、憲法や法律が改正される余地を否定 るものでも、もちろん 。さらに、法律における一般法と特別法の関係のように、 によって一部の条約に対してある法律よりも優位の効力を認めることを妨げ ものではない。　
もっとも、現実には、法律の内容と条約のそれとが衝突する可能性は高くないように思われる。なぜなら、法
律が成立後、その内容と衝突する条約を締結しようとする場合には、そ 条約の締結にあたっては、法律との整合性を事前に確認し、これに反する条約の締結を避けるか、若しくは、そのような条約の締結 必要性
が
上回る
場合には、当該法律の改正を行ってからその条約の締結が行われ からである。そ した事前の策が講ぜられずに、条約が締結され、批准された場合には、 内容と抵触す 法律との効力関係が問題となる。　
また、条約の成立後、その内容と衝突する法律が制定される場合にも、その効力関係が問題となるが、そうす
ると、条約の国内法的実施を無視する結果を生む可能性があり、国際法上の責任を追及される虞があるため、積極的にこうした行為を国家が行うことは稀であろう。　　
続いて、国際法のうち や国際慣習法 憲法の国内法的効力関係についてみてみることに 。この点に
ついては、憲法優位説が通説的な見解であり、妥当であると考えられ 。現在、条約一般の優位性 訴えは存在しないが、一部の国際法、たとえば、確立された国際法規、国家形成的条約 国際人権条約は、憲法に優
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位すると主張する有力な説も存在するため、これらの見解の妥当性を個別に検討する。
三
　
国際法と憲法の効力関係
　
１
　
条約と憲法の効力関係
　
⒜
　
条約優位説の根拠と憲法優位説の反論
　
条約と憲法の効力については、憲法が条約に優先するという見解が現在の通説であるが、かつては、条約の効
力が憲法のそれに優先すると主張する学説も存在した。そこで、既に出尽くしている感もあるが、条約一般に対して憲法に優位する効力を認める見解の論拠とそれに対する反論をあげておくことにす 。　
条約優位説の根拠 しては、①九八条二項では、条約の誠実な遵守を求めており、憲法が条約に優先するとす
れば、それができなくなること、②違憲審査権に関する八一条、および、憲法の最高法規性 関する九八条一項では、条約が除外されていること、③条約優位説が前文第三段で定める国際協調主義 合致すること、などがあげ
られている。
　
これに対し、憲法優位説は、①に対
して、九八条二項は違憲の条約までも遵守することを求めているとは考え
られないこと、また、この規定は、国内法の効力関係を定めた規定 解することは困難であること、②に対して、八一条及び九八条一項は 例示的列挙にすぎず、条約も憲法の最高法規性の例外 はなく、違憲審査の対象と考えるべきであること、③に対して、国際協調主義の規定は、国内法におけ 国際法の法的効力関係を定めたものではないことなどと反論している。
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これらの反論は、概ね的を射ているが、若干補足しておきたい。条約の誠実な遵守や国際協調主義を定める規
定︵九八条二項、前文第三段︶は、国際法の国内法における他の法形式との効力関係を定めたものと解することはできない。これらの規定は、もっぱら、国際法上の義務を果たす又は国際的な協調を果たすという対外的な責任について定めた規定だからである。仮に 九八条二項が国内的にも条約の実現を果たす何らかの義務を負うと考えたとしても、その とから、条約が憲法や法律に優位するという帰結がもたらされるわけではない。　
また、条約に対する違憲審査権の行使が否定されるという点については、この見解の当否は措くとして、そも
そも、条約の国内法的効力に関する議論とその違 審査の対象性に関する議論とは別次元のものであり、違憲審査の対象に が入るか否かにかかわらず、実体的な効力関係に関する憲法優位説も条約優位説 語りうるため、違
憲
審査の対象性の議論が、条約と憲法の効力関係を決する論拠とはならないはずである。
　
とはいえ、条約が違憲審査の対象とされるのであれば その条約は、憲法に劣位していることを必然的に前提
としていると考えられるのであるから、その対象性の有無が、それぞれの立場の根拠として主張されてきたものと思われる。だが、論理的 は、条約と憲法の実体的な国内法的効力関係に する議論が、違憲審査の対象性のそれに先行す のが自然であろう。そして、 が条約に優位すると解した場合でも、そ 違憲審査 否定 るというこ が考えられ のであるから、条約 憲法の実体的な効力関係から 条約の違憲審査対象性の有無が必然的に決定される けではない。両者の議論は、切り離して考えるべきであろう。　
⒝
　
憲法優位説の積極的論拠
　
こうした憲法優位説の反論は、反論として主張されているものであるから
、必ずしも、自説の積極的論拠とし
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て語られていない。そのため、憲法優位説はその積極的論拠として、その他に、条約締結権限は憲法によって認められたものであるから、その憲法の効力よりも効力が上位にあると解することは論理的でないこと、また、憲法改正手続に比べ 、条約締結手続は極めて簡易であることなどを げている。　
しかし、前者の主張は、そもそも、締結権限の法形式の所在︵妥当根拠︶に関する問題と、その結果成立した
法形式との効力関係の問題とを混同しているように思われる。仮に、こうした主張が正当であるならば、条約優位を国際法で規定しない限り、条約優位説と う見解は成立し得ないものとなろうが、条約優位説をとるといわれているオランダでは、条約 締結手続とその優位性が憲法で定められている。このように、条約制定の妥当根拠が憲法にあるとしても、その憲法が自らの効力以上の効力を条約に対して認め とができるはずである。　
と
すれば、憲法優位説の積極的
論拠としては、憲法改正手続と条約締結手続の厳格性の度合いが著しく異なる
ということ 決定的に重要である。緩やかな国会の承認要件 もとで制定される条約によって、硬性憲法である日本国憲法の改正を実質的に認めることは、国民 意思、国民主権を軽視することとなり妥当でないとい ことである。多くの学説も、この点を主た 理由として、憲法優位説を支持している。　
なお、平時にあっては、条約による実質的改憲などは起こり得ないようにも思われるが、戦時などの非常時に
あっては、たとえば、同盟国であるアメリカ合衆国によっ そのようなことが行われ 虞がないとはいえ い。仮に、そのような場合にも条約優位 認めてしまえば、国民の意思を軽視・無視した形での実質的改憲を許容すること もなりかね いこととなろう。
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⒞
　
比較法的考察
　
このように、条約よりも憲法が優位すると考えるべき最大の根拠は、憲法改正手続の厳格性であるが、その厳
格性が導かれる根拠は、国民主権である。条約の場合よりも憲法改正の場合の方が、国民の権利や義務への影響が一般的に大きいと考えられるため、国民の意思を重視しなければならないのである。　
現実に、憲法に対する条約同位説又は優位説を採用している国は若干存在するが こうした国では、国民主権
に配慮した制度設計となっている。そうした制度を採用する代表的 国として、オーストリアやオランダがあげられている。そこで、まず、条約同位説と解されているオーストリア連邦憲法からみてみる。　
①
　
オーストリア
　
オーストリア連邦憲法では、憲法を改正又は補充する内容を有する条約の承認には、憲法改正と同様の手続が
必要であるといわれているが、 の条約の範囲は、 ﹁欧州連合の条約上 基礎 変更する条約﹂に限られている
。
この条約に たる場合には、議会において投票総数の三分の二以上 賛成が必要とされてい が︵五〇条四項、四四条三項︶ 、その他の条約の制定手続に対しては 連邦法律 立法手続に従うこと ︵五〇条三項、四二条一項から四項︶ 。　
その結果、オーストリア憲法では、憲法改正と同様の手続に って締結され、成立した条約のみが憲法と同一
の法的効力を有し、両法形式の効力関係は、後法優位の原則 よって処理されると考えられている。とすれば、こうした厳格な条約制定手続を有しない日本の憲法における、憲法と条約 効力関係に関する議論では、このオーストリアの制度があまり参考とならない で な かという疑問 生じる。憲法改正 同様の手続をもって
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定められた法規範が、それと同一の法的効力を有することについて、日本の学説も反対することはないと思われるからである。　
②
　
オランダ
　
次に、条約優位説と一般に解されているオランダ王国憲法でも、オランダ王国が、議会による事前の承認が必
要な条約の場合、それが存在しない条約に拘束されない旨が定められ︵九一条一項前段︶ 、憲法と抵触する若しくは抵触するおそれのある条約の承認に関しては、両院の投票総数の三分の二の賛成が必要とされている︵九一条三項︶ 。よって、オランダでも、条約一般について、憲法に優位する効力を認めているわけではないこ に留意すべきである。たとえば、オランダの例をみてみると、九一条三項の手続がとられた条約は、これまで四つにすぎないとの指摘がある。　
ところで、オランダの法制度おいて、条約が憲法に優先すると解するのか、同位にあると解するのかについて
は
、論者によって見解が分かれているが、一般的には
、条約が憲法に優位すると解されている。その理由として、
オランダでは、厳格な手続 定められた条約は後の憲法改正に対しても優先すると解されているか という点があげられている。このように解するか否かは あらゆる個人を拘束する条約又は国際機構 決議に反する制定法の規制は適用できないと 定め︵オランダ王国憲法
??条︶における ﹁制定法﹂の解釈いかんによるように思わ
れる。　
仮に、この﹁制定法﹂に憲法が含まれると解釈すべきことが憲法上の規範的要請であれば、憲法と条約との関
係において、後法優位の原則が働かないこと なるので、確かにオランダは条約優位説をとっている いうこと
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になる。だが、条約と憲法改正の成立の要件が実質的に等しい︵一三七条、一三八条︶ことに鑑みて、成立した条約をその後の憲法改正によって覆すことが不可能ではないと解し、 ﹁制定法﹂から憲法を除くという解釈ができるとすれば、オランダにおいても、憲法と条約が同位である することもできる。なお、九四条の﹁制定法﹂に憲法が含ま るとしても 九一条三項の承認手続きをとった条約 限り、同条が適用されると解すべきであろう。　
いずれにせよ、オランダでも、条約成立手続の厳格性と無関係に、その国内法的地位が決定されているわけで
はないことに注意が必要であ 。　
このように、オーストリアも も、憲法に抵触する条約の制定は、憲法改正と同様の手続をとっている
のであるから、条約の改正という形式をとりつつも 実質的には憲法改正を行っていることと 。とすればこのような条約の制定は、十分に、それぞれの国民 意思にかからし
め
ているのであるから、国民主権や国家主
権を軽視し、条約に他の法形式よりも優位な地位を与えているわけではない。むしろ、手続の厳格性、国民主権という見地からは、憲法と条約を少なく も同位におくことは当然といえ う。　
それゆえ、オーストリアやオランダの法制度を憲法に対する条約同位をとるものとして紹介することは不適切
であり、憲法改正と同様の制定手続を一部の条約 ついて認め、その結果 を と同位又はそれよりも優位におくもの して紹介すべきであるように思われる。
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③
　
ＥＵ
　
ところで、条約優位を実現し、国家主権の一部を移譲している成功？例として、欧州連合法︵ＥＵ法︶がしば
しばあげられることがある。確かに、ＥＵ法では、憲法を含む国内法に対するＥＵ法の絶対的優位が求められている。しかし、ＥＵは、特殊な歴史的、文化的背景のもとに作られたものであり、なおかつ、加盟国は、ＥＵへの加盟、すなわち 法へ従うことをそれぞれの国家 意思、国民の意思││それぞれの国で求められる国民の意思の程度には、もちろん差異 ろうが││にもとづき決定している。　
なお、アジア地域における欧州連合のような機関、または、世界政府、世界人権機構のような機関を構築し、
そこで形成された条約 日本が従うべきであるという主張もある。だが、そのような機関 構築は 欧州と歴史的・文化的背景が大きく異なるため、非現実的である。仮に、そのようなことが可能であったとしても、そこへ国
家主権を移譲すること
についての国民の意思は必要である。欧州連合への加盟は、そのような意思を加盟国が
有していることの顕れである。　
⒟
　
実践としての条約優位説
　
以上みたように、条約よりもはるかに厳格な憲法改正手続を求めている日本国憲法解釈としては、条約に対す
る憲法優位説が妥当であるが、こうした理論的側面よりも、実践的な側面に後押しさ る形で条約優位説が主張され ことがある。　
かつて、ハンス・ケルゼンが 国際法優位の一元論を主張したこ は有名である。ケルゼンは 際法と国内
法は一つの統一した法秩序をなし、両者の優劣関係をいずれに解 ことも、認識論上の仮説として成り立ちう
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るが、自身の倫理的・政治的価値判断としては、国際法を国内法の上位に位置づける国際法優位説を採ると主張したのである。　
現在では、歴史的使命を終えたともいわれる一元論、二元論に関する議論の妥当性についてはともかくとして、
ケルゼンの主張は 法理論的な主張の衣を纏ってはいるものの、政治的なものであったことは明らかである。当時のドイツ国内の情勢を考えると、国内法秩序よりも国際法秩序に委ねる方が、ドイツの将来、もっといえば、ケルゼン自身の身 安全やその将来にとって、賢明な判断がなされ得るという可能性があった。　
このような傾向は、日本でもみられたように思われる。戦後、日本でも、むしろ条約優位説が多数を占めてい
たが、それは、第二次世界大戦に関与していった日本 軍国主義に対す 反省から、政治的判断を国内法秩序にのみ委ねることに対して懐疑心を抱かせ、また、国連を中心とする国際的 の形成への期待から、国際
法
秩
序に国家的な判断の一部を委ねる方が、妥当な結果を招くという思想的傾向が生まれたためであると指摘され
ている。つまり、国家が暴走 た場合の安全弁を国際法秩序に委ねようとしたのである。　
その後の日本では、条約優位説が、日米安保条約の日本国憲法に対する優位を意味するようになったことを契
機として、憲法優位説が平和主義を擁護するという実践的意味を併せて有するこ になり、多数説を占めるようになった。だが、一九七九年に、日本が国際人権規約を批准し、国際人権法が発展しつつあることを受けて、近年、改めて条約優位説の見直し 始まっていると指摘されている。そうだ すると 日本の学説も かつて ケルゼンと同様、理論的必然性、妥当性というよりは、実践的、実際的︵
practical ︶な観点から、憲法優位説又は
条約優位説を主張しているとも評し得るこ になる。　
国家の判断に誤りが生じている、または、生じていたことに対する
反省の契機が強い状況下では、国内法秩序
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よりも国際法秩序に国家の選択、進路を委ねようとすることは自然な感情である。それゆえ、条約優位説が、国家の不安定な状況下でこそ、支持を集めるというのは当然であろう。現実に国家の暴走を経験した日本だからこそ、国家の存在やその価値判断に警戒心を抱かねばならず、それに歯止めをかける装置を構築する必要があることは首肯できる。　
だが、国際社会は、結局のところ、自国の利益を確保するための集合体でしかないという現実を冷静に受け止
めれば、国家暴走の安全弁が国際法規 あることについては疑問が残る。国際秩序は、国内秩序よりも不安定であることも多々あり 条約 内容は、その時々の当事国の力関係で決定されることも少なくないからである。よって、国際法規の内容が国内法規のそれよりも妥当なものである保障はない。さらに、条約は、経済問題に関する二国間条約から 多くの国が批准している人権に関する条約などその形式や内容が多岐にわ
た
ることに鑑み
ると、少なくとも、すべて 条約について、憲法に対する条約優位説をと と考えるこ は、極めて問題がある。　
結局、憲法と条約の制定手続の厳格性が大きく異なる日本国憲法の解釈としては、条約に対する憲法優位説が
妥当である。ところが、確立された国際法規など 一部の条約は、憲法に優位すると考える学説も有力に主張されている。また、日本政府も、通常の二 間における政治的 経済的な条約 ついては憲法が優位す が 外交官の治外法権のような確立された国際法規や降伏文書や平和条約 ような一国の安危にかかわるような問題に関する条約につ ては、条約が優位すると解しているようであ 。そこで、次に こうした学説や政府見解の妥当性について検討する。
??
??
???????????. ????????
????
　
２
　
確立された国際法規と憲法の効力関係
　
まず、条約と憲法の効力関係について、憲法優位説を原則として妥当としつつ、確立された国際法規、つまり、
国際慣習法は憲法に優位するという説を検討する。このような学説は、国際慣習法とそれを成文化した条約のいずれにもそのような効力を認め 見解と、後者に限 見解とに分かれている。　
この主張の根拠としては、国際社会の構成員によって一般に承認され実行されていることによって、より普遍
性をもつこと、同様に、全世界の大多数の国家により、かつ支配的な諸国家により拘束力あるものとして承認されていることがあげられている。　
しかし、国際法上、国際慣習法と条約は同じ力をもち、国家は、特別法優位又は後法優位の原則に従い、国際
慣習法に反する条約を締結することを妨げられないにもかかわらず 国内においては 際慣習法が条約に優る力を認められることを説明するのは容易でない、という正当な指摘
が
ある。日本の国内法の規定において、国際慣
習法 優位に扱わなければならないという解釈の根拠を見出すことはできないからである。　
また、国際慣習法の内容の妥当性、正当性を理由 して、憲法に対する優位を主張することは疑問である。法
形式間の効力関係は、国民主権 反映した手続の厳格性によって決定されるべきだからである。 ころが、国際慣習法は、国会承認条約と異なり、国会での承認さえも要求されて ない。したがって、国際慣習法であったとしても、その効力は憲法に劣ると解すべきである。　　
３
　
国家形成的条約と憲法の効力関係
　
条約に対しては憲法優位が妥当であると解 つつも、ポツダム宣言やサンフランシスコ平和条約のような国家
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形成的な基本条約に限っては、憲法に優越する効力が認められるべきだという説が有力に主張されている。たとえば、芦部教授は、憲法と条約一般の効力関係については、憲法優位説が正当としつつも、ポツダム宣言のような降伏に関する条約については、例外的に条約 位説を採用すべきであ と主張している。　
このような主張の要諦は、ポツダム宣言の受諾によって日本国憲法における国民主権主義が確立したため︵八
月革命説︶ 、前者を優位と考えなければ、これと矛盾した明治憲法の内容からの国体の変革を説明できないということにあるように思われ 。しかし、本稿で詳細に検討することはできないが、そもそも、憲法改正限界論を前提として、現行憲法を有効と考える理論的根拠を八月革命説に求めなければ らないとはいえないように思われる。　
また、憲法改正無限界論によれば、第二次世界大戦後、日本が国民主権主義を採用するポツダム
宣言を受諾し
たということ
は、天皇主権主義を採用している明治憲法において、国家自らがその国体︵明治憲法︶の放棄と新
たな国体の受け入れを認めたと解することができるが、そうすると 条約優位 依拠せずとも 日本国憲法の有効性が説明できることになる。　
この問題は、明治憲法とポツダム宣言と 規範内容の衝突をいかに説明するかということであるが、明治憲法
から日本国憲法への移行と後者の有効性について、国際法優位説に依拠せずに説明できるのであれば、あえて条約優位説をとる必要はない である。
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４
　
国際人権条約と憲法の効力関係
　
⒜
　
国際人権条約の普遍性
　
さらに、近年における国際人権規約のような国際的な人権保障の発展に鑑みて、そうした国際人権条約は憲法
に優位する効力を例外的に認めるという説も主張されるに至っている。もっとも、国際人権条約の発展という事実から、その憲法に対する優位を直ちに帰結させる見解は少ない。　
こうした見解に対して、佐藤教授は、一九七六年に発行した国際人権規約のうち、市民的及び政治的権利に関
する国際規約二〇条︵戦争宣伝及び差別等の扇動禁止︶のように、日本国憲法二一条に照らして極めて問題と思われる規定もあるため、特定の条約を類型的に、憲法と同等又はそれ以上の効力をもつとみることには、抵抗感の存するところで と主張している。　
だが、こうした抵抗感のない条約であれば、条約優位説も妥当と解するかのような反論は妥当ではないだろう。
そ
のような場合であれば、そもそも、憲法と条
約の内容が抵触しないのであり、両者の効力関係を論じる実益が
ないはずである。よって、このような佐藤教授 見解は、人権条約よりも憲法優位を前提としたものであるように思われる。　
この点を差し置いたとしても、条約と他 国内法との効力関係を論じる に、その内容の実体的妥当性を顧慮
する国際人権条約優位説は妥当でない。 説は 条約内容の妥当性 普遍的価値を訴え、その優位性を導いいる。だが、国内法的効力関係は、基本的に、その手続の厳格性 程度によって導かれるべきである。たとえば、憲法と法律の効力関係、条約と法律の効力関係 おいて、そ 内容 妥当性を検討するこ はない。にもかかわらず、憲法と国際法の効力関係を論じる場合のみ、その内容の妥当性を持ち出 のは、一貫性がない様に思わ
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る。　
また、いかなる条約内容も永久に妥当性を有するものではないという価値相対主義という観点からも、内容の
妥当性を主張する見解は直ちに疑問となる。普遍的といわれる条約が、その後のいかなる時代をも超えて普遍的であるかは、その後の英知、国民の意思に委ねるしかないのではなかろうか。　
さらに、仮に、国際人権条約が憲法に優位すると解した場合、そ 範囲は不明確であり、実際、その範囲を認
定する機関は、国会であるのか、内閣であるのかなどの問題が生じることにも留意が必要である。　
⒝
　
国際人権規約違反と上告理由該当性
　
国際人権条約を憲法より優位 おくという主張ではなく、法律上、両者を同等に扱うべきであるという主張が
一部の学説によってなされている。というのも、刑事事件における上告、特別抗告の事由が、憲法違反、判例違反に限られ︵刑訴法四〇五条、四三三条︶ 、民事事件における特別上告
、特別抗告の事由も、憲法問題に限られ
ているため︵民訴法三二七条一項 三 六 一項︶ 、批准された国際人権条約違反があった場合でも 上告できないことになっているからである。　
最高裁は、これらの条文を文言通りとらえ、国際人権規約違反の主張は﹁単なる法令違背﹂にすぎないと判示
している︵たとえば、最判昭和五六・一一・五裁刑二二九号一八一頁︶ 。そこで、同条の解釈について、伊藤教授は、 ﹁少 くとも国際人権規約のような世界的な効力をもつ条約は確立した国際法規でもあり、いっそう憲法に近似した効力が認められて然るべきであるとの論理が成立しない ろう ﹂と主張している。　
この説は、特定の法律上の解釈において、同規約を憲法と同様に扱うことを求めているものであり、一般的な
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法的効力関係を問題とし、国際人権規約を憲法よりも優位におこうとするものではない。よって、こうした学説を国際法優位説として紹介 ている論稿も散見されるが、妥当でない。　
なお、憲法解釈の際に条約適合的な選択をしないことが九八条二項違反となると考える学説によれば、憲法違
反を理由として上告理由に該当する││よって、前述の見解と異なり、国際人権規約に限り、訴訟法の上告理由として憲法と同様の効力を認めるべき いう主張をする必要がない││と構成するこ が可能となる。しかし、九八条二項は、既に指摘したよう 、対外的な国際法の遵守を定めたものと解すべきであり、憲法の解釈において、国際法に拘束されるべきこと 国家に求めて る規定ではない。　
また、そのような憲法解釈は、憲法優位説をとる通説的な理解に混乱をもたらす虞があろう。というのも、条
約適合的な選択をしない 解釈も、九八条二項を除く他の憲法規定に反するとま
で
はいえないからである。実
体的な憲法規範には適合的であるとしつつも、九八条二項違反を認めるということは、事実上、憲法優位説を否定する場面を肯定することにほかならないように思われる。　
さらに、仮に、この学説に依拠した場合、法律解釈の際に条約適合的な選択をしないこと 九八条二項違反に
なると考えるのが論理的なように思われるが、その な解釈も、同様に、憲法の最高 範性の趣旨に悖るのはないか いう疑問 ある。 ぜなら、法律の解釈が実体 憲法 適合的であるにもかかわらず、条約適合的な選択をしなかったことを理由に憲法 違反を肯定することは、実体 な憲法 りも条約 優先す ことにほかなら い らである。　
よって、憲法の条約適合的解釈を法的拘束的なものと考えない見解が妥当である。なお、この立場は、条約が
憲法の規範的内容を豊かにする機能を有す
ことを否定するものでは、もちろんない。
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５
　
小括
　
憲法の規範内容と国際法のそれとが衝突した場合には、例外なく、憲法が優位すると解するのが妥当である。
その決定的な理由は、憲法改正手続の厳格性︵九六条︶ 、つまり、国民の意思の重視という点にある。国会での成立要件の厳格度が高いということは、それだけ国民の意思を重くみているということである。一部の条約は憲法に優位すると解する見解も有力であるが こうした観点からすれば、否定すべきである。　
国家形成的条約が に優位すべきであると主張する説は、この条約を優位と解さなければ、国民主権を基調
とする日本国憲法へ 国体の変化について説明できないと考えているようであるが この説が前提 する憲法改正限界論と八月革命説自体を再考すべきである。　
また、国際慣習法が憲法に優位すべきであると主張す 説は、国際法の優劣関係において条約と国際慣習法の
区
別をしていないこと、国内 おいても両者の効力を区別する根拠の
ないこと、国会承認条約と異なり国会の
承認すら必要とされていないことに鑑みると妥当でない。　
さらに、国際人権条約が憲法に優位すべきであると主張する見解は、 の内容の普遍性を理由としているため
妥当でない。普遍性を認めることが、価値相対主義、民主主義の理念に合致しないことに鑑みると、その内容の恒久的価値や普遍性を根拠 して法形式間の効力関係が決定されるべき はないからである。　
結局のところ、法律 条約、憲法などの 式間の効力関係は、制定手続の厳格性など、実体的価値からは離
れた、形式的な要因によって決定されるべきである。なぜなら、制 手続の厳格性 、主権者の意思の尊重の度合いが反映されたものと っているからであ 。憲 対する条約優位又は同位 解されて るオランダやオー
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ストラリアの憲法でも、主権者である国民の意思をないがしろにして、条約にそのような効力が認められているわけではなく、憲法改正と同様の手続が求められている。
四
　
結語
　
１
　
法律・憲法に対する条約優位説の不当性
　
法律の規範内容と条約のそれとが衝突した場合、条約が優位すると解するのが通説である。しかし、この見解
には説得的な論拠が欠けている。国際協調主義などの規定は、国際社会への協調や対外的責任を果たすことを理念的 唱えたものであり、国内法の法形式間の優劣関係について規定したものではないため、条約優位の根拠はならない。　
また、日本国憲法では、条約よりも法律 方がその成立要件が厳格であるうえに、条約優位を謳っている条文
も存在しない。通説が憲法に対する条約優位を認め い根拠として憲法改正 の厳格性を指摘しつつも 法律に対する条約優位を認める根拠として、 手続の非厳格性について軽視して ることは、論理
的
一貫性を欠い
ている。　
さらに、条約は、国際的動向や相手国との力関係でその内容が決定される外交上の妥協的産物であることも多
いことに鑑み と、安易に法律に対す 条約優位を唱えるべきではないということも指摘できよう。　
他方、憲法の規範内容と条約のそれとが衝突した場合、憲法が優位する 解するのが通説であり、両法形式の
成立要件の厳格性を比較すると、この見解が妥当である。だ 一部の条約、すなわち、国家形成的条約、国際
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慣習法、国際人権条約については、憲法に対する優位を主張する説も有力に主張されている。　
国際慣習法を憲法に優位させることは、国内法でそのような定めがなく、かつ、条約と国際慣習法の国際法上
の地位が異ならないことに鑑みると困難である。比較法的にみても、国際慣習法を憲法よりも優位におく国はほとんど存在しない。　
また、国家形成的条約が憲法に優位するという見解は、国家形成 根拠が条約にある限り、それを優位と認め
ざるを得ないと考えているようであるが、憲法改正について無限界説をとれば ちろんのこと、限界説を前提としても、八月革命説をとら ければその必要はない。　
さらに、国際人権条約も、その内容の妥当性を考慮して憲法に優位することが主張されているが、法形式間の
一般的な優劣関係 決する際に、法規範の内容を考慮すべきではない。また、人権の尊重が普遍的な価値であるこ
とは認められるとしても、その具体的な人権 内容に
国際的な一致がみられるわけでもなく、それらが普遍的
であるということは困難である。　
そして、何よりも、条約に比して 憲法改正手続が極めて厳格であることに鑑みると、憲法に対する条約優位
説は、その条約の範囲をいかに限定したも であったとしても受け入れ難い。なぜ ら、こうした制定手続は国民の意思の尊重の度合い 反映させたものとなっており、相対的に成立要件の緩やかな条約を憲法よりも優位すると解することは、国民の意思を軽視する結果 るからである。　
このように、法形式間の効力関係は その制定手続面の厳格性を基本とし 決定すべきである。したがって、
条約と法律の規範内容が衝突した場 の効力関係については、同 と解し、後法優位の原則 従っ 処理するのが妥当である。また、条約と憲法の規範内容が衝突した場合 効力関係につ ては、憲法優位と解
するのが妥当
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である。　
２
　
残された課題
　
⒜
　
優位・劣位・同位の判断指標
　
法形式間の国内法的効力については、優位にあるのか、同位にあるのか、劣位にあるのか、という三つのカテ
ゴリーに分けられることに留意しなければならない。ある法形式が他の法形式よりも劣位にあるとすれば、その上位規範に反する規定を定めることはできない、ある は、定めたとしてもその効力はない。二つの法形式が同位であれば、後法は前法に優位す という原則が妥当す 。つまり、両規範の内容が衝突した場合、後法が優位する。最後に、ある 形式が他の法形式よりも優位にあるとすれば その下位規範を無視して、当該法規定を制定することができる。　
ところが、従来、劣位・同位・優位の判断の基軸となる指標があまり明確ではなく、安易に、法律に対する条
約優位説を導いてきたように思われる。他方、条約に対する憲法優位説は妥当であるが、その論拠と法律に対する
条約優位説のそれとの
整合性について、十分に意が払われてきたとはいえない。
　
憶測の域を出ないが、誤解を恐れずにいえば、日本において、条約優位説 圧倒的に支持されているのは 敗
戦という歴史的事実によって国家と国民の判断の誤りを直視せざ を得 くなったことによる精神的痛みと、島国であるがゆえに抱く外国のものに対する憧憬 起因する﹁外国のものは正しい﹂というメンタリティ 潜在的に影響して るのではないかと思われるのである。　
その結果、法律に対する条約優位説 正当であることを自明のこととし、両法形式の 劣関係を同位と解する
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ことの不当性は論証されてこなかったのである。だが、アメリカ合衆国の連邦最高裁判所判例でも示唆されているように、法形式間の優劣・同位関係は、基本的に、制定手続の厳格性の度合いに従って決定されるとすれば、法律と条約を同位と解し、憲法が条約に優先すると解することが妥当なはずである。　
もっとも、こうした制定手続の厳格性とは、具体的に何を意味するのかという点、また、この点以外に法形式
間の効力関係を決定する要素と て必要なものは何かという点 ついては、今後更なる検討が必要であろう。　
⒝
　
優位性の要件
　
仮に、法律に対する条約優位を主張するとしても、フランスの第五共和制憲法五五条 ように、いかなる要件
を付すべきであるかについては検討がなされるべきである。法律に対する条約優位を定めるフランス憲法五五条では、その要件のひとつとして、相互性を求めている。この内容については、多くの問題 残されているが、とり
わけ、
相手当事国が条約優位説の国内法制をとっていない場合にまで、条約優位説に固執しなければならない
のか、多国籍条約 ような場合には、各国の国内法制に応じて条約優位説を相対的に捉えるべきであるのか どの点については、日本でも検討しておくべき問題であるように思われる。　
なお、山本教授は 条約と法律との関係で義務の抵触が今後ますます日常的に生ずるものと考えられる状況で、
条約の定める義務の性質を分類し、その違反・不履行に伴い国家責任が追及される可能性の有無を具体 点検することと同時に、法律に対する条約の絶対的優位の原則を点検して 条約の内容によりそ 国内法的効力を分類すること︵法律との同等又は優劣︶など 国内法制に対する加重な負担を回避するための立法上 方針 確立することも必要である 指摘している。条約の内容により国内法における効力
関係を決定して良いかについては
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疑問も残るが、法律に対する条約の優位を疑問視し、これを再考する際の要件をあげていることは参考となろう。　
また、仮に、憲法に対する一部条約の優位説を採用するのであれば、その手続、判断主体などについても明確
化すべきである。さもなければ、国内において政府が、憲法と条約のいずれの法形式を優先的に適用・執行するのか判断で なくなり、実務的な混乱が生じてしまうだろう。　
⒞
　
制度的担保
　
さらに、国際法と国内法との効力関係を検討するにあたっては、その効力関係を裁判所がいかに確保できるか
という点も考察する必要がある。実体的効力関係の問題とそれを担保する制度のそれとは別次元の問題ではあるが、後者の存在がなければ前者は画餅に帰すことになりかねないからである。　
この問題については たとえば、フランスでは、法律に対 条約優位の明文を憲法上有しながらも、しばら
くの間、行政裁判所は法律の条約適合性審査を拒否していたこ
と
からも看取できる。ともあれ、日本では、裁判
所による法律に対する実体的に条約適合性審査を肯定す のが通説なようであるから、条約優位説をとることに対して、 り慎重な検討が必要なはずである。　
もっとも、法律の条約適合性を肯定するにあたっては、国内の裁判官が条約解釈を行うことの妥当性やその手
法、審査の厳格性、条約違反とされた法律の効力など多くの課題が れている。　
３
　
根本的な選択││国民主権・国家主権と国際主義の相克
　
条約と他の法形式との効力関係の選択は、根本的には 民主権・国家主権と国際主義のいずれを優先すべき
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かについての価値判断であるという側面を有している。様々な側面における国際化が避けられないと考えるコスマポリタン的な思考の論者は、国民主権・国家主権よりも国際主義を重んじる傾向にある。だが、両者は必ずしも対立する関係にあるとはいえない。国民の意思によっ 、国際主義を選択するのであれば、国民主権を軽視して、国際主義を優先し いるとはいえないからである。　
だが、日本の憲法において、条約優位説を唱えることは、その制定手続の相対的非厳格性に鑑みると、国民主
権・国家主権をないがしろにする危険性がある。法形式 制定手続の厳格性は、国民主権の重要性を反映させたものとなっているため、それに見合った国内法的地位を与えるべきであるが 日本国憲法では、条約の成立は法律のそれに比し 厳格 手続によって認められて わけではない。また、日本国憲法において 国民主権や国
家主権の理念が国際協調主義に優先すると解すべき根
拠はない。さらに、国民の意思が誤る危険性がないとは
いえないが、そ 危険性よりも、国際社会の意思が誤る危険性の方が低いともいえないように思われる。　
確かに、国際的動向やその思考を参考 することは、あらゆる法領域で必要なことである。そのため、ある国
際的動向が、憲法や法律など 影響を与えることは現実にあり得ることである。た えば、国際人権法の発展はめざましく、これを何らかの形で法制度に取り込もうとする研究成果も数多く出されてい ため、こうした条約の内容を立法又は憲法に取り込むことが考えられる。　
しかし、このことと、現行の日本国憲法の解釈論として、条約一般に法律に対する優位又は一部条約に憲法に
対する優位を認めることとは別問題である。条約優位の効力を認めるため は、憲 改正が必要である。そして、その際には、すべての条約が憲法又は
律に優位することを認めるのか、優位を認める場合の要件をいかに設定
す
るの
か、などの点について検討がなされるべきである。つまり、法形式間の実体的優劣関係に関する効力が認
??
???????????. ????????
????
められるための要件、制定手続について、相互に整合性が図られているようにしなければならないのである。この作業には、国民主権・国家主権と国際主義という両価値の実現と調整をいかに図るかについての判断が横たわっているのである。
　注
︵
?︶  
山元草二﹃国際法︵新版︶ ﹄ ︵有斐閣、一九九四年︶八六～八七頁。
 
 
国内法の条約手続違反について、条約法に関するウィーン条約四六条は、条約締結権限に関する国内法違反が明白
かつ基本的に重要な規定にかかわるものでない限り、条約の無効を申立てることはできないと定めている。
︵
?︶  
通常、 際 が国内的効力を認められ さらに、国内適用可能性が認められた場合に、国際法と国内法の効力関係
の問題が先鋭化されるといえようが、それが認められない場合であったとしても、国際法が国内法の解釈基準となるか否かという点を決するためには、国際法と国内法の効力関係を論じる必要性があると考えられる︵
内
野正幸﹃憲法
解釈の論点︹第四版︺ ﹄ ︵日本評論社、二〇〇五年︶一九七頁を参照︶ 。それゆえ、国際法の国内適用可能性の議論についてはあえてふれないこととする︵国際法の国内法的効力に関する議 と国内適用可能性に関するそれとは、次元が異なるも であることについて、岩沢雄司﹃講義 際 ︹第二版︺ ﹄ ︵小寺彰・岩沢雄司・森田章夫編︶ 有斐閣、二〇一〇年︶一一四～一一五頁を参照︶ 。
︵
?︶  
国会の承認を要する条約であるか否か 判断基準については、第七二回国会の衆議院外務委員会︵昭和四九年二月
二〇日︶において、当時 大平正芳外務大臣が政府統一見解を示した。そこでは、 ︵イ︶法律事項を含む国際約束、 ︵ロ︶財政事項を含む国際約束、 ︵ハ︶わが国と相手国との間、あるいは国家間一般の基本的な関係を 的に規定す という意味において政治的に重要な国際約束であって、それ故に発効のために批准が要件とされているもの、について会
の
承認を要するが、 ︵イ︶すでに国会の承認を経た条約の範囲内で実施しうる国際約束、 ︵ロ︶すでに国会の議決を
経た予算の範囲内で実施しうる国際約束、 ︵ロ︶ 会の範囲内で実施しうる国際約束、については国会の承認を要しないという。 ︵ハ︶ 批准要件を加えていることなどについて、やや細かな批判もあるが︵佐藤功﹃ポケット註釈全
?????????????????. ???
????????????
書憲法︵下︶ ︹新版︺ ﹄ ︵有斐閣、一九八四年︶八九九～九〇一頁︶ 、基本的には、妥当なものと評価されているようである。
︵
?︶  
国際慣習法が具体的に何を指すのかについては争いがあるが、大石教授によれば、 ﹁公海自由の原則、外国又は外
国政府は他国の国家管轄に原則として服さないこと、外国国家の主権的行為に関する法廷地国の民事裁判権からの免除などを内容とする﹂という︵大石眞﹃憲法講義Ⅰ︹第二版︺ ﹄ ︵有斐閣、二〇〇九年︶一三頁︶ 。
︵
?︶  
岩沢﹃講義 法︹第二版︺ ﹄一二五頁。
︵
?︶  
岩沢﹃講義国際法︹第二版︺ ﹄一二五頁、藤田久一﹃国際法講義Ⅰ第二版﹄ ︵東京大学出版会、二〇一〇年︶一二四
頁。
︵
?︶  
J a
m
e
s C
r
aw
fo
r
d, P
u
b
lic I n
t
e
r
n
a
t
io
n
a
l L
aw
 67 (8th ed., O
xford U
niversity Press 2012).
 
 
イギリスでは、国際慣習法は判例 ︵コモン・ロー︶と同位 あり、それらの規範内容が衝突した場合、後法優位
の原則によってその優劣関係が決せられ が
、両者とも議会の制定する立法には劣位するものと考えられている
︵
S
t
e
ph
e
n C
. N
e
ff, I n
t
e
r
n
a
t
io
n
a
l L
aw
 a
n
d D
o
m
e
st
ic L
e
g
a
l S
y
st
e
m
s 629 (D
inah Shelton ed., O
xford U
niversity Press 2011) ︶ 。
︵
?︶  
D
in
a
h S
h
e
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o
n (ed.), I n
t
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r
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a
l L
aw
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同著では、憲法や基本的人権の規定が国際慣習法に優先するものの、国際慣習法に違反する法律 間接的に憲法違
反となる制度としてイタリアを、また、一般的に承認された国際法は国内法の不可欠な一部であると認め、いかなる国内法にも優位すると憲法上認めている制度としてギリシャを紹介しているが、現在では このような国々は少数であると指摘している。
︵
?︶  
清宮四郎﹃憲法Ⅰ︹第三版︺ ﹄ ︵
有斐閣、一九七九年︶四四九頁。
︵
??︶  
宮澤俊義﹃全訂日本国憲法第二版 芦部信喜補訂︶ ︵日本評論社、一九七八年 八一四頁。
︵
??︶  
憲法学者によるものとして、橋本公亘﹃日本国憲法︹改訂版︺ ﹄ ︵有斐閣、 九八八年︶六八〇頁、中村睦男﹃ファ
ンダメンタル憲法﹄ ︵佐藤幸治・野中俊彦と共著︶ ︵有斐閣、一九九四年︶三二四頁、伊藤正己﹃憲法︹第三版︺ ﹄ ︵弘文堂、一九九五年︶六八七頁、樋口陽一﹃憲法︹第三版︺ ﹄ ︵創文社、二〇〇七年 一〇四頁、内野正幸﹃憲法解釈の論点︹第四版︺ ﹄ ︵日本評論社、二〇〇五年︶一九八頁、藤井俊夫﹃憲法 際社会︹第二版︺ ﹄ ︵成文堂、二〇〇五年︶
???????????. ????????
????
一九二頁、芦部信喜﹃憲法第五版﹄ ︵高橋和之補訂︶ ︵岩波書店、二〇一一年︶一三頁、野中俊彦﹃憲法Ⅱ︵第五版︶ ﹄︵中村睦男・高橋和之・高見勝利との共著︶ ︵有斐閣、二〇一二年︶四二九頁などを参照。また、国際法学者によるものとして、藤田﹃国際法講義Ⅰ第二版﹄一二四頁、高田映﹃プラクティス国際法講義︿第二版﹀ ﹄ ︵柳原正治・森川幸一・兼原敦子編︶ ︵信山社、二〇一三年︶六一頁、岩沢﹃講義国際法︹第二版︺ ﹄ 二三頁などを参照。
 
 
もっとも、憲法学者も国際法学者も、法律と条約の効力関係において、条約が法律の上位にあることについてほぼ
争いがないこ を指摘するのみで、それを積極的に自説として主張しているのか不明であることも多い。
︵
??︶  
松井茂記﹃日本国 ︿第三版﹀ ﹄ ︵有斐閣、二〇〇七年︶六四～六五頁。
︵
??︶  
第九〇回帝国議会貴族院帝国憲法改正案特別委員会︵昭和二一年九月二六日︶における金森徳次郎国務大臣、およ
び
、第一〇回国会参議院外務委員会︵昭和二六年六月一日︶における西村熊雄外務相条約局長の答弁を参照。
︵
??︶  
たとえば、伊藤﹃憲法︹第三版︺ ﹄六八七頁を参照。
︵
??︶  
齊藤正彰﹃憲法と 際規律﹄ ︵信山社、二〇一 年︶五九頁。
︵
??︶  
同旨、齊藤﹃憲法と国際規律﹄五九頁。
 
 
齊藤教授は、憲法に対する条約優位説に対して﹁国際協調主義という不明確な 般原則に大きくよりかかって条約
優位を主張するのは、妥当でな ﹂と う批判が、そのまま憲法九八条二項に依拠して法律に対する条約 優位を承認する通説的見解に跳ね返ってくるのではないかと懸念されると指摘している。もっとも 齊藤教授は、こ ような懸念を示しつつも、憲法前文、条約と国内法と同様に公布 ことを定める七条、平和主義についての九条、条約締結の簡易・迅速な手続による国会承認を規定する六一条、 ﹁時宜によっては事後に﹂条約締結の国会承認を得
こと
を
許容する七三条三号、違憲審査の対象に条約を明示しない八一条、最高法規の憲法の下位の国法形式に条約を列挙
していない九八条一項、九八条二項の国際主義を基調 して、他の憲法上の諸原理との調和を求めた結果と説明するのが整合性のとれた解釈であると主張している。
 
 
しかし、これらの個々の 文によっても 法律 を説明することは困難であり、これらの条文の合
せ技をもってしても、同様である。た えば、平和主義から条約優位が導かれる根拠は不明である。また、条約が際的な動向や時として強国との間で不平等な二国間条約が結ばれるこ があり得ること 鑑みると、むしろ
?????????????????. ???
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と矛盾する条約締結の可能性がないとはいえない。さらに、六一条も七三条三号も、条約の国会承認要件、手続について定めているにすぎず、法律に対して条約が優位であることを示す条文であるとはいえない。
︵
??︶  
上院の承認を得ることが困難な場合に、大統領が行政協定を締結することが多く、実際には条約よりも多く締結さ
れているという︵阿部竹松﹃アメリカ憲法︹第二版︺ ﹄ ︵成文堂、二〇 一年︶ 六四～三六六頁を参照︶ 。
︵
??︶  
アメリカ合衆国では、条約の締結権限は、憲法が付与していない権限、つまり、州の権限に属すると考えられる事
項についてまで及ぶかという点が争われている。連邦最高裁判所にはこれを肯定したものがあるが︵
M
issouri v. 
H
olland, 252 U
.S. 416 (???? ) ︶ 、その射程をいかに解するかについては争いがある。
︵
??︶  
アメリカ合衆国の建国当初は、州権論 強固な時代であったため、条約が州法に優位する いう解釈 反対論も唱
えられていたことにつ て、中原精一﹁条約と法律との関係││米国における議論の検討││﹂法律論叢三九巻四、五、六合併号︵一九六六年︶一九一頁を参照。しかし、連邦最高裁判所は早くから、条約が州法に優位すると判示していた︵
W
are v. H
ylton, 3 D
all. (?  U
.S.) 199 (1796); H
avenstein v. L
ynham
, 100 U
.S. 483 (1880) ︶ 。
︵
??︶  
条約の破棄については、議会の承認なく大統領の権限のみでこれをなすことができるか争われてい 。連邦最高裁
判所の多数意見は、これを政治問題である して審査しなかった︵
G
oldw
ater v. C
arter, 444 U
.S. 996 (1979) ︶ 。
︵
??︶  
この判決では、政府が他国との約束を無視できるか否かという問題は、裁判所 決する事柄ではなく そのような
内容の法律は
、司法審査に服しないとし、このようなことは、
W
hitney
判決で確認されていたという︵
C
hae C
han 
Ping, 130 U
.S. at 602-603 ︶ 。
︵
??︶  
憲法で定められた手続による条約のほか 大統領が締結す 行政協定や、大統領と交渉し、上院と下院 の過半数
によって締結される条約も存在する︵
L
a
u
r
e
n
c
e H
. T
r
ib
e, A
m
e
r
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a
n C
o
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u
t
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a
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w
 648-656 (3rd ed., Foundation 
Press 1999) ︶ 。
︵
??︶  
中原﹁条約と 律との関係﹂一九三～一九七頁。
︵
??︶  
A
 W
 B
r
a
d
le
y &
 K
 D
 E
w
in
g, C
o
n
st
it
u
t
io
n
a
l &
 A
d
m
in
ist
r
a
t
iv
e L
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 317 (15th ed., Pearson E
ducation Lim
ited 2011).
︵
??︶  
個別的受容を要しない例外として認められているのが、関係するＥＵ法
のもとＥＵの機関が有する権限によって、
その機関他の国との間で締結された条 である。これらの条約は、欧州共同体法︵
E
U
ropean C
om
m
unity law
︶として、
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直接加盟国に執行できると解されている。もっとも、こうした条約をイギリスの裁判所が適用した判例は存在しないようである。
︵
??︶  
N
e
ff, I n
t
e
r
n
a
t
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n
a
l L
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 a
n
d D
o
m
e
st
ic L
e
g
a
l S
y
st
e
m
s 629.
︵
??︶  
江島晶子﹁ヨーロッパ人権条約とイギリス一九九八年人権法﹂芦田健太郎・棟居快行・薬師寺公夫・坂元茂樹編集
代表﹃国際人権法と憲法﹄ ︵信山社、二〇〇六年︶二〇三頁。
︵
??︶  
この点に関する争いについて田島裕﹃イギリス憲法典│一九九八年人権法│﹄ ︵信山社、二〇〇一年︶五七～五八
頁を参照。
︵
??︶  
建石真公子﹁ ﹁法律に対する条約優位原則﹂の裁判的保障︵一︶│フランス一九五八年憲法五五条の提起する問題│﹂
名古屋大学法政論集一五一号︵一九九三年︶二四九頁。
︵
??︶  
江藤英樹﹁フランス憲法院判決と﹁法律に対する 優位の原則﹂ ﹂法律論叢第七二巻第二・三号︵一九九九年︶
一
五六頁。
︵
??︶  
R
. Pinto., La C
onstitution de la R
F., pp. 1065-1068.
︵
??︶  
フランスにおける相互主義 要件には、多くの問題点が含まれていることについて、滝沢教授は、 ﹁まず相互主義
が適用される領域として、すべての条約が対象とな のか一定の条約に限られるのかが問題となる。条約の種別のうち、二国間条約と多国間条約では、後者への適用は実際上不適当となろう。憲法典も﹁他方当事国﹂を単数形で示しており、こうした意向をうかがわせる。契約型条約︵
traité-contrat ︶と法律型契約︵
traité-loi ︶では、同様に後者へ
の適用は妥当を欠く。さらに、一般の条約に対して共同体条約は特別に考えられ、相互主義は無関係となろう違反の場合に固有の制裁制度 規定してい 条約であるか否かも、密接な係わりをもつ。共同体条約はこれを有する範疇にも含まれる 、他に欧州人権条約も独自の制裁手続を定め
て
おり、相互主義は適用をみない﹂と指摘している
︵滝沢正﹁フランスにおける国際法と国内法│条約と法律を中心として│﹂上智法學論集四二巻一号︵一九九八年︶三九、五〇頁を参照︶ 。
︵
??︶  
滝沢・上智法學論集五五～六四頁、建石・法政論集二五四～二六九頁。
︵
??︶  
L. FAV
O
R
E
U
, op. cit., p.30 et s. (D
écision no. 74-54 D
C
 du 15 janvier 1975).
?????????????????. ???
????????????
︵
??︶  
二〇〇五年三月一日の憲法的法律が、八八条ノ一に﹁二〇〇四年一〇月二九日に署名されたヨーロッパのための憲
法を創設する条約が定める条件の下で、フランス共和国は、一定の権限を共同して行使することを自由に選択した諸国によって構成されるヨーロッパ連合に加盟する﹂との条文を付加したことを受けて、従来の憲法院の態度に変化の兆しがみられると指摘する論稿として、江藤英樹﹁フランスにおける違憲審査制と法律の条約への適合性審査の可能性﹂法律論集第七九巻第二・三号︵二〇〇七年︶六七頁を参照。
︵
??︶  
C
ass. m
ixte 24 m
ai 1975, A
dm
inistration des douanes c. Société C
afés Jacques Vabre, J. C
. P. 1975. II. 18180 bis, concl. 
Touffait.
︵
??︶  
C
. E
. A
ssem
. 22 oct. 1979, U
nion dém
ocratique du travail, R
ec. 384; C
. E
. A
ssem
. 31 oct. 1980, L. ..., R
ec. 403. ︵当事者
匿名のケース︶
︵
??︶  
C
. E
. A
ssem
. 20 oct. 1989, N
icole, R
ec. 190.
︵
??︶  
滝沢・上智法學論集五六頁。
︵
??︶  
最高法規としての憲法のあり方に関する調査小委員会﹁ ﹁憲法と国際法︵特に、人権の国際的保障︶ ﹂に関する基礎
的資料﹂ ︵衆議院憲法調査会事務局、平成一六年四月︶一九～ 頁。
︵
??︶  
同旨、斎藤﹃憲法と国際規律﹄六一～六三頁。
 
 
法律の条約適合性につい 論じている数少ない論者として、斎藤教授は、仮に九八条二項が法律に対する条約優位
を定めた規定であるとしても、国際協調主義という方向だけから、国内裁判所による法律の条約適合性審査を正当化で
き
るかについては疑問であり、仮にこれを肯定したとしても、裁判所が法律の条約適合性審査を行う際の厳格性や
その解釈方法などの点について問題になる、と正当に指摘している。
︵
??︶  
たとえば、内野﹃憲法解釈の論点︹第四版︺ ﹄一九八頁を参照。
︵
??︶  
松井﹃日本国憲法︿第三版﹀ ﹄六四頁。
︵
??︶  
宮澤﹃全訂日本国憲法第二版﹄八一 ～八一八頁。
︵
??︶  
伊藤﹃憲法︹第三版︺ ﹄六八七～六八八頁。
︵
??︶  
佐藤幸治﹃日本国憲法論﹄ ︵成文堂 二〇一一年︶ 九頁。
???????????. ????????
????
︵
??︶  
芦部教授は、憲法優位説を国際協調主義よりも国民主権主義を重くみる説であると説明している︵芦部﹃憲法学Ⅰ
憲法総論﹄ ︵有斐閣、一九九二年︶九二～九三頁︶ 。
︵
??︶  
工藤達朗﹁条約と外交﹂ ﹃ファーストステップ憲法﹄ ︵赤坂正浩・井上典之・大沢秀介と共著︶ ︵有斐閣、二〇〇五年︶
三一六頁、藤井﹃憲法と国際社会︹第 版︺ ﹄一 四 、岩沢﹃講義国際法︹第二版︺ ﹄一二四頁、齊藤﹃憲法と国際規律﹄五八～五九頁。
︵
??︶  
オーストリアの憲法は、単一の 典をもたず、多様な存在形式を有するという特徴を有してい 。その存在形式
が、①連邦憲法、②憲法︵法︶律、③憲法規定に分けられていることについては、山岡規雄﹁オーストリアの憲法事情﹂ ﹃諸外国の憲法事情
?﹄ ︵国立国会図書館調査及び立法考査局、二〇〇二年︶を参照。
︵
??︶  
こうした条約として認められているのが
、いわゆる欧州人権条約であるという︵ ﹃各国憲法集︵三︶オーストリア
憲法﹄ ︵国立国会図書館調査及び立 考査局、二〇 二年三月 二頁︶ 。
︵
??︶  ﹃各国憲法集︵七︶オランダ憲法﹄ ︵国立国会図書館調査及び立法考査局、二〇一三年︶四頁。
︵
??︶  
多くの学説は、オーストリアの制度を条約と憲法を同位とする制度と解し、オランダの制度を条約優位の制度と解
している︵石本泰雄﹃国際法研究余滴﹄ ︵東信堂、二〇〇五年︶五四頁、高田﹃プラクティス国際法講義﹄五九頁、芦部﹃憲法学Ⅰ憲法総論﹄九八～九九頁︶ 。
︵
??︶  
岩沢﹃講義国際法︹第二版︺ ﹄一一九頁。
︵
??︶  
杉原高嶺﹃国際法学講義﹄ ︵有斐閣、二〇〇八年︶一一六頁を参照。
︵
??︶  
審議手続については、条約は法律で定めがおかれることとなっているが︵九一条二項︶ 、憲法改正では、憲法その
ものに定めがおかれ 一三七条、一三八条一項︶ 。
︵
??︶  
同様に、条約はその後に採択された憲法規 に優先するようには思えな という指摘として、藤田﹃国際法講義Ⅰ
第
二版﹄一二三～一二四頁を参照。
︵
??︶  
中村﹃ファンダメンタル憲法﹄三二五頁を参照。
︵
??︶  
中村﹃ファンダメンタル憲法﹄三二五頁。
︵
??︶  
議論は複雑になるものの、条約の個々の条文ごとに憲法と比較して効力関係を考え べきであると主張する学説と
?????????????????. ???
????????????
して、工藤﹃ファーストステップ憲法﹄三一六頁を参照。
︵
??︶  
第九〇回帝国議会貴族院帝国憲法改正案特別委員会︵昭和二一年九月二六日︶における金森徳次郎国務大臣、およ
び、第三三回国会参議院予算委員会︵昭和三四年 一月一七日︶における林修三内閣法制局長官の答弁を参照。
︵
??︶  
樋口﹃憲法︹第三版︺ ﹄一〇四～一〇五頁、佐藤幸治﹃日本国憲法論﹄八九頁。
︵
??︶  
大石﹃憲法講義Ⅰ︹第二版︺ ﹄一三頁。
︵
??︶  
樋口﹃憲法︹第三版︺ ﹄一〇五頁。
︵
??︶  
橋本公亘﹃日本国 ﹄六八 ～六八三頁。
︵
??︶  
岩沢﹃講義国際 二 二
 
 
もっとも、岩沢教授は、すべての国際慣習法に憲法に優先する地位を認めることは疑問であると指摘していること
から、一部の国際慣習法にそのような効力を認めることは不可能ではないと考えているのかもしれない。
︵
??︶  
小嶋和司﹃憲法概説﹄ ︵良書普及会、一九八七年︶一 四 、江橋崇﹁主権理論の変容﹂公法研究五五号︵一九九
三年︶二～四頁、内野﹃憲法解釈の論点︹第四版︺ ﹄一九八頁、渋谷秀樹﹃憲法︵第二版︶ ﹄ ︵有斐閣、二〇一三年︶三二頁、佐藤幸治﹃日本 憲法論﹄八九頁。
 
 
なお、江橋教授は、①かつて、領土、領海、領空という概念で国域を理解してきたが、技術進歩、経済進歩に対応
して、領海範囲の拡張 宇宙空間の利用、衛星に る軍事的な監視など従来の領域概念では説明しにくい事柄が生じている。②地球規模、地域規模での公益が明らかになった。国境を越えて居住している少数民族や先住民族の保護、環境保護、人身売買対策など 各国 協力で解決すべき課題が出てきた。③国家主権による国境でのコントロールの低下が著しい もともと主権国家という概念は、人・もの・金・情報の出入りをコントロールできるという事情を前提としていたが 一九八〇 代には 国際的な交通・通信が急速に発達し、浸透性
の
増加が顕著になった、というこ
とを理由として、国家形成的な条約の憲法に対する優位を主張してい ようであるが、 のような事情がいかにして一部の条約の優位に結びつくのか、その論旨は不明瞭である。
︵
??︶  
芦部﹃憲法学Ⅰ憲法総論﹄九六～九七頁。
 
 
なお、芦部教授は、ポツダム宣言は一種の休戦条約と解されるので 国際法優位 一元論を前提にしないと、受諾
???????????. ????????
????
による国民主権主義の確立︵ ﹁国体﹂の変革︶という論理を構成できないように思えるが、この通常の論理は、実質的には無条件に近い全面的降伏という形で休戦の約定がなされた場合にまで適用されるものとは解されないと指摘している︵芦部﹃憲法制定権力﹄ ︵東京大学出版会、一九八三年︶三四二～三四三頁︶ 。つまり 芦部教授は、国際法優位の一元論を一般論としてとる必要はなく、降伏条約 ような場合にのみ条約優位説をと ば良い 解しているようである。
︵
??︶  
大石﹃憲法講義Ⅰ︹第二版︺ ﹄五四～五六頁、長尾一紘﹃日本国憲法︹全訂第四版︺ ﹄ ︵世界思想社、二〇一一年︶
一三～一五頁を参照。
︵
??︶  
江橋崇﹁日本の裁判所と人権条約﹂国際人権二号︵一九九一年︶一八頁、二二頁、同﹃基礎演習憲法﹄ ︵戸松秀典
と共著︶ ︵有斐閣、一九九二年︶三一～三二頁。
︵
??︶  
佐藤幸治﹃日本国憲法論﹄一一八～一一九頁。
︵
??︶  
伊藤正己﹁国際人権法と裁判所﹂国際人権一号︵一九九〇年︶一一頁。
 
 
また、同旨のものとして、樋口﹃国法学［補訂］ ︵有斐閣、二〇〇七 二四六頁を参照。
︵
??︶  
齊藤﹃憲法と国際規律﹄七九～八三頁。
︵
??︶  
内野正幸﹁条約
?
法律
?
行政立法﹂高見勝利・岡田信弘・常本照樹編﹃日本国憲法解釈の再検討﹄ ︵有斐閣、二〇
〇四年︶四二七～四二九頁。
︵
??︶  
山本草二﹁条約と法律の関係﹂ジュリスト 〇五号︵一九八四年︶ 八二、一八七頁。
︵
??︶  
たとえば、小林武﹃憲法と国際人権を学ぶ﹄ ︵晃洋書房、二〇〇三年︶ 、畑博行・水上千之編﹃国際人権法概論︹第
四版︺ ﹄ ︵有信堂高文社、二〇〇六年︶を参照。
